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重 加 算 税

清

算 処理による減差税額のあるもの
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分
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処理による増差税額のあるもの
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分

法
定
事
業

処理による増差税額のあるもの

処理による減差税額のあるもの

外   国   法   人 合　　　　　計協   同　組　合　等

４－１　課税状況

（２）  既往事業年度分課税状況

区　          分

内   国   普   通   法   人 人  格  の  な  い  社  団  等

事　業
税    額 所得金額 税　　額 所得金額

公  益  法  人  等

所得金額 税　　額所得金額税　　額 税　額

調査対象等： 平成15年1月31日以前に終了した事業年度分について、平成15年7月1日から平成16年6月30日までの間に処理した事績を、「法人税事務整理表（申告書及び決議書）」に基づいて作成した。 

用語の説明：１ 「申告額」とは、確定申告額及び修正申告による増差額である。 

            ２ 「処理による増差税額のあるもの」又は「処理による減差税額のあるもの」とは、決定又は更正、不服申立ての決定、裁決、訴訟及び誤びゅう訂正による増差額又は減差額をいう。 
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